
 

 

 

 

 

関西広域連合の次期広域連合長選挙について 

 

 

本日（令和２年１１月２５日）開催された第124回関西広域連合委員会に

おいて、井戸 敏三 広域連合長の任期満了（令和２年１２月３日）に伴う選

挙が実施され、仁坂 吉伸 和歌山県知事（現：関西広域連合 副広域連合長）

が次期広域連合長に選出されました。 

 

 

 

 

（参考）関西広域連合の概要 

・構成府県市（２府６県４市） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県、 

京都市、大阪市、堺市、神戸市 

・設立日 平成22年12月1日 

・広域連合長について 

任期：２年   

平成22年12月4日～令和2年12月3日 井戸 敏三 兵庫県知事（5期） 

令和 2年 12月4日～令和4年12月3日  仁坂 吉伸 和歌山県知事 

 

（担当）政策審議課 

木村、竹中、岡﨑 

（内線2028、2072、2069） 

令和2年11月 25日 

資 料 提 供 済 



１．関西広域連合とは

８府県４市で構成する広域的な自治体（特別地方公共団体）
府圏域を超える広域連合としては全国初の取組

人 口：２，２０５万人（H27国勢調査）

総生産：８７兆円（H28県民経済計算）

※人口・総生産とも日本全体の約１７％

設立日：平成２２年１２月１日



２．関西広域連合の歴史

時 期 内 容
平成15年７月
（2003年）

関西分権改革研究会 設立（経済団体、学界、副知事・副市長など）
分権改革の具体的課題や関西として総合力を発揮するための方策を検討

平成19年７月
（2007年）

関西広域機構（KU）設立、同機構に分権改革推進本部※を設置
本格的に広域連合構想を検討

※構成員：知事、政令市長、関西経済連合会会長など

平成22年１月
（2010年）

分権改革推進本部に関西広域連合（仮称）設立準備部会を設置
広域連合で処理する事務、組織、財政など具体的に検討

平成22年12月
（2010年）

関西広域連合 設立
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県が参加

平成24年４月
（2012年）

関西広域連合に大阪市及び堺市が参加

平成24年８月
（2012年）

関西広域連合に京都市及び神戸市が参加

平成27年12月
（2015年）

関西広域連合に奈良県が参加

地方分権改革を国任せにするのではなく、関西にとって望ましい地方分権の
あり方を自ら検討していく取組として、広域連合の設立を検討してきた。



３．関西広域連合の組織と事務

広域連合委員会
広域連合の基本的な方針や取組の方向性を協議・決定するため、
月１回開催
※連合委員（知事・市長）による合議制

広域連合議会
議員は構成府県市の議会議員から選挙

定数39人（うち和歌山県4人）
関西広域連合の予算案や条例案等を審査

関西広域連合で
取り扱う事務

府県知事が「担当委員」として事務を分担

広域防災： 兵庫県 広域観光・文化： 京都府

スポーツ振興： 兵庫県 ジオパーク： 鳥取県

広域産業振興： 大阪府 農林水産業振興： 和歌山県

広域医療： 徳島県 広域環境保全： 滋賀県

広域職員研修： 和歌山県 資格試験・免許等：
企画調整事務：

広域連合本部
〃



４．関西広域連合の主な取組

分 野 主 な 内 容
広域防災 • 災害発生時の広域応援

• 大規模広域災害を想定した連携（訓練の実施、民間事業者との協定）
広域観光・文化・
スポーツ

• 海外観光プロモーションの実施
• ジオパーク活動の推進
• 広域スポーツの振興

広域産業振興 • イノベーション創出環境・機能の強化
• 広域農林水産業の振興

広域医療 • ドクターヘリの配置・運航
• 救急医療人材等の育成

広域環境保全 • 温室効果ガス削減のための広域取組
• 府県を超えた鳥獣保護管理

資格試験・免許等 • 資格試験の実施
（調理師、製菓衛生師、准看護師、毒物劇物取扱者、登録販売者）

広域職員研修 • 政策形成能力研修、団体連携型研修
企画調整事務 • 広域インフラ、エネルギー、プラスチック対策など広域にわたる政策の企

画調整


